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Ⅰ  事 業 報 告(案) 
 

 
1 業務運営  

 
一般事業の当年度受託状況は，道路，橋梁，下水道等の積算，工事監

理業務のほか，公共土木施設の保守点検に係る事業の拡大に努め，特に

橋梁調査保守点検業務については，景気対策事業の一環である緊急雇用

創出事業による業務も含め，9 件，9 千 3 百万円余受託し，県 292 橋，3

市 1 町 1 村 663 橋の点検業務を実施した。  
また，平成 23 年 3 月 11 日発生した東日本大震災の対応については，

津波浸水区域を中心とした県市町村施設全てを含めた先遣調査に延 144
名を投入し支援活動した。  

当年度受託合計は，133 件，8 億 2 千万円余で，その内訳は，県 41 件，

4 億 7 千 7 百万円余，市町村 83 件，2 億 1 千 6 百万円余，そのほか公社，

土地区画整理組合 9 件，1 億 2 千 5 百万円余となった。  

その結果，前年度繰越事業を含めた出来高額は，6 億 9 千 7 百万円余

となって，当初目標額 6 億円を 16.2%上回った。  
 
特定事業の公園管理事業では，前期間に引き続き平成 21 年度より 3

ヵ年間，岩沼海浜緑地，加瀬沼公園，仙台港中央公園等 3 箇所の指定管

理者に指定され，年間受託額 6 千５百万円余をもって実施した。  

研修事業は，市町村技術職員を対象に 9 コースの技術研修を年間計画

どおり開催し，延 360 名の参加を得た。  
 
こうした中，財務状況は，業務の効率的執行に努めた結果，両事業合

計で，資金収支差額が 6 千 5 百万円余，税引き前の正味財産増減額は 1

千万円余の増加となった。  
 
なお，公益法人制度改革に伴う新制度移行については，移行推進会議

を設置し，法人移行の作業を進めている。  
 
今後とも，当センターが実施する一般及び特定事業の補完支援事業に

ついては，引き続き業務の効率的執行に努め，健全運営に努力していく。  
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２ 諸  会  議  等  
会 議 名 場　　所 議　決　事　項　等

第 １ 回 平成 ホテル白萩
通常総会 22 . 5 . 21

２　理事の選任について

第１７２回 22 . 5 . 21 ホテル白萩
理 事 会

２　規則の一部改正について

第１７３回 22 . 11 . 26 ホテル白萩
理 事 会

22 . 5 . 17

22 . 11 . 24 〃 １　平成22年度上半期業務監査について

参与会議 22 . 11 . 12 １　上半期業務状況について

３　大規模公共事業の監督補助業務
　　について

開催年月日

１　平成21年度業務報告及び収支決算
    について

ＫＫＲ
ホテル仙台 ２　緊急雇用創出事業と長寿命化修繕計

　　画（システム開発）の取り組み状況に
　　ついて

監 査

１　平成21年度業務並びに決算監査に
     ついて

宮城県
建設センター

１　平成22年度第1回通常総会の招集及
　　び提出議案について

１　平成22年度上半期業務報告並びに
　　監査結果について

 
 

第 2 回通常総会（事業計画及び収支予算，役員の選任等）及びそれに

上程する理事会を平成 23 年 3 月 25 日開催することとしていたが，東日

本大震災の影響により中止とし，平成 23 年度第 1 回通常総会（平成 23
年 5 月）に併せて行うこととした。  

-2-



 

３ 役員及び参与  
 
平成 23 年 3 月 31 日現在の役員及び参与は次のとおりである。  
（1）　役　　員

役　　名 氏　　名 職          名

平成
21 ． 4 ． 1

専務理事 千 葉 修 生 22 ． 4 ． 1

理 事 亀 山 紘 21 ． 6 ． 1 石巻市長

〃 大 友 喜 助 21 ． 6 ． 1 角田市長

〃 布 施 孝 尚 〃 登米市長

〃 佐 藤 勇 〃 栗原市長

〃 渡 辺 政 巳 〃 （前）丸森町長

〃 鈴 木 勝 雄 〃 利府町長

〃 伊 藤 拓 哉 〃 色麻町長

〃 佐 藤 仁 〃 南三陸町長

〃 高 橋 信 宏 22 ． 6 ． 1 宮城県土木部次長

〃 笠 松 春 雄 21 ． 6 ． 1 宮城県仙台土木事務所長

監 事 浅 野 元 〃 大和町長

〃 瀧 澤 朝 夫 〃 宮城県土木部用地課長

計 １４名

（2）　参　　与

役　　名 氏　　名 職          名

平成
22 ． 4 ． 1

〃 佐 藤 勝 幸 宮城県北部土木事務所長

〃 後 藤 隆 一
宮城県北部土木事務所
栗原地域事務所長

〃 鷲 巣 俊 之 宮城県東部土木事務所長

〃 畠 秀 和
宮城県東部土木事務所
登米地域事務所長

〃 土 生 道 宮城県気仙沼土木事務所長

計 ６名

〃

〃

〃

〃

〃

就 任 年 月 日

清 水 強理 事 長

就 任 年 月 日

宮城県大河原土木事務所長参 与 中 川 淳
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４ 就  業  体  制  
 平成 23 年 3 月 31 日現在の職員数は 50 名で，その配置は次のとおり

である。  
主幹（兼）
総務係長
伊藤 和彦

総務部長 (兼) (兼)
事務取扱 次長 総務課長 課長補佐 再雇用　１名
(千葉　修生) 斎藤 一孝 (斎藤 一孝) (佐藤 良)

課長補佐(兼)
経理係長

部副参事 石川 英子
佐藤 良

技術主幹（兼）
企画調査係長
瀬戸　研

（兼）
企画課長 課長補佐 研修システム係長
平　政美 伊藤 昭彦 （伊藤　明彦）
（ISO事務局） （ISO事務局） （ISO事務局）

部技術副参事 計画管理係長
門馬 大二 佐藤　浩太

次長
（企画・建設課担当） 第一係長

理事長 専務理事 相原 正敏 佐野 耕
清水　強 千葉　修生 （ISO事務局長）

建設課長 課長補佐 第二係長
高橋　誠喜 福田 一弘 瀬川　浩和

第三係長
山田 孝胤

技術主幹(兼)
建設管理部長 下水道係長
新田　洋 佐々木 誠基
（ISO管理責任者）

次長 (兼)
（施設管理課担当） 施設管理課長 課長補佐 施設係長
佐々木 則夫 高橋 信行 相澤 三喜夫 （相澤 三喜夫）

主幹（兼）
管理係長
千葉 輝明

技術参事 岩沼海浜緑地管理事務所長
岩佐 俊男 再雇用　１名

加瀬沼公園管理事務所長
再雇用　１名

（兼）
加瀬沼公園管理事務所長
（再雇用　１名）

第一係長
畠山 一成

県北事務所長 業務課長 課長補佐
片寄　敬二 佐々木 俊郎 片山　晴男

第二係長
白石　邦男

主任主査１名

主任主査２名

１名

主任 １名

技師 １名

主任主査

主任主査

技師

主任主査

主任主査

主事 １名

（兼１名）

主任

技師 １名

１名

技師 １名

１名

技師

１名

１名

主任主査２名

１名

主任 １名

技師 １名

主任主査１名

１名

主任
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５ 社員・出資金  

万円 万円 万円

総　　　　数
県 市　町　村

内　　　　訳

社 員 数 出 資 額

35

摘　　　要

計36地方公共団体

宮城県及び13市21
町1村

(320口)

415

(83口)

社 員 数 出 資 額

1 1,60036 2,015

(403口)

社 員 数 出 資 額

 
 
６ 一  般  事  業  
 一般事業の実績は，次のとおりである。  

単位： 円

出 来 高 額

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 金 額

( 14) ( 355, 158, 000) ( 5) ( 78, 694, 000) ( 9) ( 276, 464, 000)
15 369, 684, 000 6 93, 220, 000 9 276, 464, 000 135, 455, 440 

( 25) ( 104, 538, 000) ( 14) ( 78, 928, 000) ( 11) ( 25, 610, 000)
38 142, 393, 000 26 100, 944, 000 12 41, 449, 000 122, 116, 600 

( 2) ( 18, 037, 000) ( 1) ( 6, 773, 000) ( 1) ( 11, 264, 000)
2 18, 037, 000 1 6, 773, 000 1 11, 264, 000 10, 715, 400 

( 41) ( 477, 733, 000) ( 20) ( 164, 395, 000) ( 21) ( 313, 338, 000)
55 530, 114, 000 33 200, 937, 000 22 329, 177, 000 268, 287, 440 

( 83) ( 216, 970, 000) ( 72) ( 155, 054, 000) ( 11) ( 61, 916, 000)
94 291, 954, 000 83 230, 038, 000 11 61, 916, 000 276, 351, 080 

( 9) ( 125, 658, 000) ( 9) ( 125, 658, 000) ( 0) ( 0)
11 152, 719, 000 11 152, 719, 000 0 0 152, 719, 000 

( 133) ( 820, 361, 000) ( 101) ( 445, 107, 000) ( 32) ( 375, 254, 000)
160 974, 787, 000 127 583, 694, 000 33 391, 093, 000 697, 357, 520 

合 計

その他事務所

計

内訳

受託先別

県
　
　
事
　
　
業

本 庁

土 木 事 務 所

受 託 額 未 成 額

市 町 村

そ の 他

完 成 額

 
(注 )上段（）内数値は当年度受託額，下段数値は前年度繰越受託分を含む額であ

る。  

 
備考 ・市町村事業の受託先は，塩竈，大崎，気仙沼，名取，多賀城，

登米，栗原，東松島，蔵王，七ヶ宿，村田，川崎，丸森，山元，

七ヶ浜，利府，大郷，富谷，大衡，色麻，涌谷，美里，女川，南

三陸の 24 市町村分である。  
・その他の受託先は，宮城県土地開発公社，宮城県住宅供給公社，

宮城県道路公社，宮城県環境事業公社，名取市下増田臨空土地区

画整理組合である。  
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７ 特  定  事  業  
 7-1 公園管理事業  
  指定管理の実績は，次のとおりである。  

19.2 万人 2,973,044 円 34,635,238 円

28.0 万人 537,762 円 19,608,003 円

15.0 万人 1,569,453 円 11,629,524 円

62.2 万人 5,080,259 円 65,872,765 円

※施設利用料等には，施設利用料のほか，自動販売機手数料収入及び他団体電気使用料収入が含まれる

仙台塩釜港仙台港区
港湾環境整備施設

受 託 額
（ 税 抜 き 額 ）

摘　　　　　要

県立都市公園

公　　園　　名

合　　　計

加瀬沼公園

岩沼海浜緑地

仙台港中央公園・仙
台港リバーウォーク

入園者数
※施設利用料等

（税抜き額）

 
 
 7-2 研修事業  
  研修事業は無償で行っている。開催実績は次のとおりである。  

合　　　計

積算システム研修
（ 初 級 編 ）

36名15 日

初 任 者 研 修
（ 都 市 部 門 ）

22 年 8 月

建設センター
本部・県北事務所

22 年 6 月 ～ 17 日 22名

募 集
人 数

開 催 場 所開 催 日研 修 名
参 加
人 数

月 21 日

45名初 任 者 研 修
（ 道 路 部 門 ）

22 年 6

初 任 者 研 修
（ 構 造 物 部 門 ）

22 年 7

中 堅 者 研 修
（ 構 造 物 部 門 ）

22 年 10 45名

45名 宮城県庁会議室
（事業管理課共催）

45名 宮城県庁会議室
（事業管理課共催）

本町分庁舎
（事業管理課共催）

管理・監督者研修 23 年 1

24 日 ～月

エル・ソーラ仙台43名

月 28 日

月 26 日

実 務 研 修
（ 災 害 事 務 研 修 ）

22 年 6

積算システム研修
（ 応 用 編 ）

22 年 8

事 業 担 当 者 研 修
（土地区画整理担当者）

23 年 2 月 1 日

36名日

月 18 日

月 3

25 日 40名

50名

日 ～ 5

31 日

44名

44名

27名

29名
東北自治総合
研修センター
（防災砂防課主催）

14名

48名

建設センター
本部・県北事務所

宮城県庁会議室
（事業管理課共催）

442名 360名

仙台国際センター89名100名
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（単位：円）

事業活動収支の部

事業活動収入

基本財産運用収入

基本財産利息収入 305,200 305,200 
基本財産運用収入　計 0 305,200 0 305,200 
特定資産運用収入

特定資産利息収入 6,012,909 780,464 6,793,373 
特定資産運用収入　計 6,012,909 780,464 0 6,793,373 
事業収入

受託事業収入 697,357,520 697,357,520 
図書販売事業収入 0 0 
公園管理事業収入 70,953,024 70,953,024 
研修事業収入 0 0 

事業収入　計 697,357,520 70,953,024 0 768,310,544 
雑収入

受取利息収入 183,756 5,208 188,964 
雑収入 2,887,344 3,000 2,890,344 

雑収入　計 3,071,100 8,208 0 3,079,308 
繰入金収入

研修事業繰入金収入 0 0 0 
公園事業繰入金収入 607,554 △607,554 0 

繰入金収入　計 0 607,554 △607,554 0 
事業活動収入　計 706,441,529 72,654,450 △607,554 778,488,425 

事業活動支出

人件費支出 462,618,747 54,880,595 517,499,342 
測量設計調査費支出 40,339,500 40,339,500 
委託料支出 15,059,192 15,059,192 
物件費支出 93,474,865 17,080,234 110,555,099 

事業費支出　計 596,433,112 87,020,021 0 683,453,133 

人件費支出 107,348,290 5,967,713 113,316,003 
物件費支出 13,553,079 3,163,141 16,716,220 

管理費支出　計 120,901,369 9,130,854 0 130,032,223 
繰入金支出

特定事業会計繰入金支出 607,554 △607,554 0 
繰入金支出　計 607,554 0 △607,554 0 
法人税住民税等支出

法人税住民税等支出 265,800 265,800 
法人税住民税等支出　計 265,800 0 0 265,800 

事業活動支出　計 718,207,835 96,150,875 △607,554 813,751,156 

△11,766,306 △23,496,425 0 △35,262,731 

（1）

（1）

（2）

（1）

〔２〕

（3）

（4）

〔４〕

（2）

〔３〕

（2）

（1）

管理費支出

事 業 活 動 収 支 差 額

２．

〔２〕

(1)

(1)

事業費支出

（3）

（4）

〔４〕

〔５〕

(2)

（1）

（2）

（1）

Ⅱ　　　収　支　計　算　書（案）

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで

科　　　　　　目

収 支 計 算 書 総 括 表

一 般 事 業 会 計 特 定 事 業 会 計 内 部 取 引 消 去 合 計

Ⅰ

〔１〕

１．

〔１〕

〔３〕

(1)
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（単位：円）

投資活動収支の部

投資活動収入

特定資産取崩収入

事業推進積立資産取崩収入 0 0 
退職給付引当資産取崩収入 154,177,966 154,177,966 
研修事業等推進積立資産取崩収入 208,896,425 208,896,425 

特定資産取崩収入　計 154,177,966 208,896,425 0 363,074,391 
繰入金収入

特定事業会計繰入金収入 185,400,000 △185,400,000 0 
繰入金収入　計 185,400,000 0 △185,400,000 0 
敷金・保証金戻り収入

敷金戻り収入 0 0 
敷金・保証金戻り収入　計 0 0 0 0 

投資活動収入計 339,577,966 208,896,425 △185,400,000 363,074,391 
投資活動支出

特定資産取得支出

0 0 

250,558,564 250,558,564 

0 
特定資産取得支出　計 250,558,564 0 0 250,558,564 
繰入金支出

185,400,000 △185,400,000 0 
特定資産取得支出　計 0 185,400,000 △185,400,000 0 
固定資産取得支出

車輌運搬具購入支出 5,370,679 5,370,679 
工具器具備品購入支出 400,000 400,000 
電算処理システム開発費支出 5,580,000 5,580,000 

繰入金支出　計 11,350,679 0 0 11,350,679 
敷金・保証金支出

敷金支出 0 0 
敷金・保証金支出　計 0 0 0 0 

投資活動支出　計 261,909,243 185,400,000 △185,400,000 261,909,243 

77,668,723 23,496,425 0 101,165,148 

財務活動収支の部

財務活動収入

借入金収入

短期借入金収入 0 0 
借入金収入　計 0 0 0 0 

財務活動収入　計 0 0 0 0 

財務活動支出

借入金返済支出

短期借入金返済支出 0 0 
借入金返済支出　計 0 0 0 0 

財務活動支出　計 0 0 0 0 

0 0 0 0 

1,046,019,495 281,550,875 △186,007,554 1,141,562,816 

980,117,078 281,550,875 △186,007,554 1,075,660,399 

65,902,417 0 0 65,902,417 

365,219,448 23,646,352 0 388,865,800 

431,121,865 23,646,352 0 454,768,217 

凡　例：〔１〕・・・大科目，（1）・・・中科目，①・・・小科目

〔２〕

(２) 退職給付引当資産取得支出

研修事業等推進積立資産取得支出(３)

２．

１．

〔１〕

〔３〕

（1）

当 期 収 入 額

〔４〕

〔１〕

（1）

〔２〕

(１) 事業推進積立資産取得支出

（2）

一般事業会計繰入金支出

Ⅲ

１．

〔１〕

（1）

２．

〔１〕

次 期 繰 越 収 支 差 額

財 務 活 動 収 支 差 額

Ⅱ

投 資 活 動 収 支 差 額

（２）

（３）

（1）

（1）

〔３〕

(１)

前 期 繰 越 収 支 差 額

合 計

（３）

当 期 支 出 額

（1）

当 期 収 支 差 額

（1）

Ⅱ　　　収　　　支　　　計　　　算　　　書
収 支 計 算 書 総 括 表

平成２２年 ４ 月 １ 日から平成２２年９月３０日まで

科　　　　　　目 一 般 事 業 会 計 特 定 事 業 会 計 内 部 取 引 消 去
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（単位：円）

一 般 事 業 会 計 特 定 事 業 会 計 内 部 取 引 消 去 合 計

249,715,709 36,438,913 286,154,622 
407,137,674 407,137,674 

7,912 79,181 87,093 
1,994,908 △1,994,908 0 

658,856,203 36,518,094 △1,994,908 693,379,389 

168,633 168,633 
19,981,367 19,981,367 
23,911,800 23,911,800 

0 44,061,800 0 44,061,800 

293,886,298 293,886,298 
518,249,665 518,249,665 

159,216,460 159,216,460 
812,135,963 159,216,460 0 971,352,423 

39,192,690 55,440,000 94,632,690 
698,014 698,014 

12,173,446 32,803 12,206,249 
2,697,792 21,302 2,719,094 
7,001,248 7,001,248 

477,312 477,312 
302,400 13,580 315,980 
58,000 58,000 

12,241,108 12,241,108 
74,842,010 55,507,685 0 130,349,695 

886,977,973 258,785,945 0 1,145,763,918 
1,545,834,176 295,304,039 △1,994,908 1,839,143,307 

215,722,714 10,176,015 225,898,729 
1,994,908 △1,994,908 0 

857,375 857,375 
1,930,584 1,930,584 
2,302,589 201,679 2,504,268 

265,800 265,800 
8,585,860 499,140 0 9,085,000 

229,664,922 12,871,742 △1,994,908 240,541,756 

5,070,664 5,070,664 
518,249,665 518,249,665 
523,320,329 0 0 523,320,329 
752,985,251 12,871,742 △1,994,908 763,862,085 

20,150,000 20,150,000 
0 20,150,000 0 20,150,000 

（うち基本財産への充当額） (0) (20,150,000) (0) (20,150,000)
792,848,925 262,282,297 0 1,055,131,222 

（うち基本財産への充当額） (0) (23,911,800) (0) (23,911,800)
（うち特定資産への充当額） (293,886,298) (159,216,460) (0) (453,102,758)

792,848,925 282,432,297 0 1,075,281,222 
1,545,834,176 295,304,039 △1,994,908 1,839,143,307 

リ ー ス 債 務

(1) リ ー ス 債 務

リ サ イ ク ル 預 託 金

その他の固定資産合計

負 債 の 部

(1)

(3)

(5)

未 払 費 用

(1) 普 通 預 金

〔２〕

開 発 費

特 定 資 産 合 計

土 地

(8)

建 物

建 物 付 属 設 備

基 本 財 産 合 計

投 資 有 価 証 券

退 職 給 付 引 当 金

（1） 出 資 金

(2)

敷 金

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

正 味 財 産 合 計

指 定 正 味 財 産 合 計

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

２． 一 般 正 味 財 産

正味財産の部

預 り 金

Ⅲ

１．

負債及び正味財産合計

指 定 正 味 財 産

未 成 事 業 受 入 金

１．

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 負 債

一般事業会計未払金

(4)

Ⅱ

(1)

(2)

(3)

(7)

(4)

(6)

(5)

(2)

２．

〔３〕

〔１〕

(2)

その他の固定資産

特 定 資 産

基 本 財 産

事業推進積立資産

退職給付引当資産

(3)

貸  借  対  照  表  総  括  表
平成２３年３月３１日現在

科　　　目

１．

Ⅰ 資 産 の 部

(3)

(2)

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

Ⅲ　　　財　　務　　諸　　表（案）

(3) 研修事業等推進積立資産

(1)

(2)

流 動 資 産 合 計

(1)

特定事業会計未収金

２． 固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

完 成 事 業 未 収 金

(6)

(9)

(4)

固 定 資 産

(7)

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税
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（単位：円）

一 般 事 業 会 計 特 定 事 業 会 計 内 部 取 引 消 去 合 計

一般正味財産増減の部
経常増減の部

経常収益
基本財産運用益

基本財産受取利息 305,200 305,200 
基本財産運用益　計 0 305,200 0 305,200 
特定資産運用益

特定資産受取利息 6,012,909 780,464 6,793,373 
特定資産運用益　計 6,012,909 780,464 0 6,793,373 
事業収益

受託事業収益 697,357,520 697,357,520 
公園管理事業収益 70,953,024 70,953,024 

事業収益　計 697,357,520 70,953,024 0 768,310,544 
雑収益

受取利息 183,756 5,208 188,964 
雑収益 2,887,344 3,000 2,890,344 

雑収益　計 3,071,100 8,208 0 3,079,308 
繰入金

公園管理事業繰入金 607,554 △607,554 0 
繰入金　計 0 607,554 △607,554 0 

経常収益　計 706,441,529 72,654,450 △607,554 778,488,425 
経常費用

人件費 402,452,781 54,880,595 457,333,376 
測量設計調査費 40,339,500 40,339,500 
委託料 15,059,192 15,059,192 
物件費 91,707,513 17,080,234 108,787,747 
減価償却費 9,599,777 79,967 9,679,744 
未成事業支出金 46,664,198 46,664,198 

事業費　計 590,763,769 87,099,988 0 677,863,757 

人件費 64,793,246 5,967,713 70,760,959 
物件費 13,440,479 3,163,141 16,603,620 
減価償却費 1,255,164 1,680,000 2,935,164 

管理費　計 79,488,889 10,810,854 0 90,299,743 

特定事業会計繰出金 607,554 △607,554 0 
繰出金　計 607,554 0 △607,554 0 

経常費用　計 670,860,212 97,910,842 △607,554 768,163,500 
35,581,317 △25,256,392 0 10,324,925 

経常外増減の部
経常外収益

繰入金
特定事業会計繰入金 185,400,000 △185,400,000 0 

経常外収益　計 185,400,000 0 △185,400,000 0 
経常外費用

繰出金
一般事業会計繰出金 185,400,000 △185,400,000 0 

固定資産除却損
車輌運搬具除却損 102,812 102,812 
工具器具備品除却損 2,554 2,554 

災害損失
損害損失 12,854 103,972 116,826 

経常外費用　計 118,220 185,503,972 △185,400,000 222,192 
185,281,780 △185,503,972 0 △222,192 
220,863,097 △210,760,364 0 10,102,733 

265,800 265,800 
220,597,297 △210,760,364 0 9,836,933 
572,251,628 473,042,661 0 1,045,294,289 
792,848,925 262,282,297 0 1,055,131,222 

指定正味財産増減の部
基本財産運用益

基本財産受取利息 305,200 305,200 
一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △305,200 △305,200 
0 0 0 0 
0 20,150,000 0 20,150,000 
0 20,150,000 0 20,150,000 

正味財産期末残高 792,848,925 282,432,297 0 1,075,281,222 

(2)
〔３〕

(1)

〔２〕
(1)

〔１〕
(1)

〔２〕
(1)

(1)

(5)

２．
事業費

(4)

(1)

〔４〕
(1)
(2)

〔１〕

繰出金

２．

(3)

法 人 税 等

(3)

(1)
〔１〕

１．

(1)
〔２〕 管理費

〔５〕

Ⅲ　　　財　　　務　　　諸　　　表
正 味 財 産 増 減 計 算 書 総 括 表

科　　　目

Ⅰ

平成22年4月1日から平成23年3月31日まで

〔３〕

(2)

〔３〕

（2）
（1）

Ⅱ

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額

当 期 経 常 外 増 減 額
税引前当期一般正味財産増減額

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額

１．

Ⅲ

〔１〕
(1)

〔２〕
(1)

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高
指 定 正 味 財 産 期 首 残 高

(1)

(6)

(2)

当 期 経 常 増 減 額

(1)

〔１〕
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Ⅰ  事 業 計 画 (案) 
 
 
１ 事業方針  
 
 当センターは，地方公共団体等が行う公共事業及びその管理の円滑で

効率的な執行を補完し支援するとともに，建設に関する技術水準の向上

を図り，もって良質な社会資本の整備に寄与することを目的に設立され，

以来，高度経済成長期を経てバブル景気の崩壊，平成大不況といわれる

現在に至るまで，変化の激しい時代変遷の中，それぞれの時代の要請に

対応した公共事業の補完支援業務を行うとともに，市町村職員等の技術

力向上のための各種研修会の実施など，社員の期待と信頼に応えてまい

りました。  
 

今般の平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は東北地方に未曾

有の大災害をもたらしました。  
地震発生後は，宮城県土木部と共に，的確かつ迅速な調査復旧を図る

ため，津波浸水区域の被災地を中心に県市町村施設の先遣調査活動を実

施し，現在，6 土木事務所において 15 名が震災復旧に対応しております。 
また，災害対応のノウハウをもった職員が市町村に赴き震災復旧事業

者の指導助言を行うなど業務の柱の一である災害対策支援業務をしっか

りと行っております。  
 

平成 23 年度においては，この震災復旧事業を中心に補完支援してま

いりますが，その一として，震災時における対策支援として，土木工事

積算システムを無償提供してまいります。  
 

さらに，震災復旧対策の組織体制として，同じ事業目的の団体で構成

する全国建設技術センター等協議会の応援職員を組入れ，万全の体制で

支援していきます。  
 
 復旧復興までは相当な困難と長い時間が必要になると思われますが，

役職員一同，総力を挙げて，県並びに市町村の震災の復旧復興を強力に

支援してまいります。  
 

なお，公益法人制度改革による法人移行については，当センターに求

められる社会的役割と新制度の理念を尊重した法人への移行を目指し，

平成 23 年度中の申請に向け鋭意準備を進めてまいります。  

-11-
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２ 一般事業の実施  
 
 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は宮城県内の公共土木施

設に甚大な被害をもたらしました。  
当センターは，これまで培ったノウハウと技術力を最大限に発揮し，

被災した道路施設，下水道施設など土木インフラの早期復旧復興に向け

て，県並びに市町村と連携して震災復旧事業を重点に取り組んでまいり

ます。  
また，通常業務についても同様に，地方公共団体等へのフォローアッ

プ，技術的アドバイス等を含む補完支援を行いながら，より安全・安心

な地域社会の実現と地域の健全な発展に取り組んでまいります。  
 

（１） 震災復旧事業の組織対応として，各土木事務所に震災復旧事

業担当職員を専従させ，また，全国の建設技術センターからの

応援職員を組入れた体制強化を図り，総力を挙げ，最大限の補

完支援を行う。  
 

（２） 震災時における市町村への支援として，「土木工事積算シス

テム」の無償提供を行う。  
 

（３） 「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の趣旨に沿った

公共事業の計画段階から調査，設計，発注事務，積算，工事監

理，検査，保守・維持管理までの広範囲にわたり補完支援業務

を一層推進する。  
 

（４） 橋梁をはじめ，道路付属施設，砂防，港湾，河川，公園等の

土木施設の調査点検業務を推進し，特に橋梁においては，当セ

ンターの「みやぎ型 市町村版橋梁長寿命化修繕計画策定シス

テム」を活用した予防保全に関する橋梁アセットマネジメント

業務を積極的に展開するとともに，維持修繕工法の研究等につ

いても推進を図る。  
 

○受託事業収入目標額  

 

当年度 前年度 前年比

755,000 千円 600,000 千円 +25.8%

577,000 千円 565,000 千円 +2.1% ）

県 403,100 千円 230,800 千円 +74.7%

250,000 千円 247,900 千円 +0.8%

101,900 千円 121,300 千円 △16.0%

市町村

その他

（実作業額

事業収入額
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３ 特定事業の実施  
 
（１）建設技術に関する研修事業  
 

毎年度，市町村職員等のニーズをふまえた下記研修計画の研修会を

実施しているが，平成 23 年度は，震災の影響により研修会は１部を

未定とした。  
なお，積算システムに関する研修は，この研修会のほか市町村に赴

き実施する。  
 
その他，平成 23 年度は，市町村職員を実務研修生として受入れ，

現場実習などの実務経験をとおして建設技術者の人材育成を支援する。 
 

平成 23 年度～平成 24 年度 色麻町１名  
 
     ※平成 22 年度まで 延 20 名  
 

○平成 23 年度研修計画  

1 名 (1回）

名 (1回）

1 名 (1回）

1 名

1 名

未 定

未 定

研　　修　　会　　名

（ 橋 梁 部 門 ）

（ 都 市 部 門 ）

（ 道 路 部 門 ）

募 集 人 数実施時期・期間

(12名×3回）

40

H24.01 50

100

積 算 シ ス テ ム 研 修 （ 初 級 編 ）

土 地 区 画 整 理 事 業 研 修 H24.02

36日間H23.07

36 (12名×3回）

初 任 者 研 修

初 任 者 研 修

中 堅 者 研 修

中 堅 者 研 修

H23.08積 算 シ ス テ ム 研 修 （ 応 用 編 ）

日間

未 定

日間

日間

災 害 実 地 研 修

管 理 ・ 監 督 者 研 修

（ 道 路 部 門 ）

未 定

未 定

 
 

（２）県立都市公園等の管理運営  
 

平成 23 年度は指定管理者として最終年度で，岩沼海浜緑地，加瀬

沼公園，仙台港港湾環境整備施設を適切な施設管理運営と利用者への

サービス向上に努め実施する計画であったが，震災の影響により甚大

な被害を受け当面閉園となったため事業縮小となった。  
なお，3 期目となる次期指定管理者の申請については未定である。  

当年度 前年度 前年比

22,600 千円 71,700 千円 △68.5%公 園 管 理 事 業 収 入  
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（３）建設に関する市町村相談，支援  
 

建設技術に関する新しい情報を収集し，地方公共団体等の公共事業

を執行する上での技術的問題等の相談・支援を行うと共に，災害等緊

急時の対応支援を行う。  
 
 （４）建設技術等に関する情報提供  
 

「県，市町村建設担当者名簿」の作成などの他，ホームページ等で

の情報提供に努める。  
 
４ 事業執行の体制  
 

ISO9001 品質マネジメントシステムを強化充実し，より高い品質の成

果と技術を提供するよう努めるとともに，業務の効率化と経費の削減を

強力に推進する。  
また，新しい時代に向けての技術開発体制を今後とも継続するととも

に，公益法人制度改革による法人移行のため，内部検討会を中心に，ア

ドバイザー等を活用し移行作業を行う。  
 
５ 資産の運用と資金計画  
 

事業計画及び資金計画を勘案しながら，資産の効率的運用に努めると

ともに，土木工事積算システムの無償提供と建物の修繕改修及び電算処

理システム開発などの設備投資を行う。  
なお，真にやむを得ない場合の一時借入金は，次の要領で行う。  
 
（１）借入限度額 100,000 千円  

 （２）借 入 先 七十七銀行，仙台銀行，三菱ＵＦＪ信託銀行  
 （３）借 入 期 間 １年以内
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（単位：千円）

事業活動収支の部

事業活動収入

基本財産運用収入

基本財産利息収入 300 300 
基本財産運用収入　計 0 300 0 300 
特定資産運用収入

特定資産利息収入 4,600 550 5,150 
特定資産運用収入　計 4,600 550 0 5,150 
事業収入

受託事業収入 755,000 755,000 
図書販売事業収入 0 0 
公園管理事業収入 22,600 22,600 
研修事業収入 0 0 

事業収入　計 755,000 22,600 0 777,600 
雑収入

受取利息収入 100 50 150 
雑収入 300 0 300 

雑収入　計 400 50 0 450 
繰入金収入

繰入金収入　計 0 0 0 0 
事業活動収入　計 760,000 23,500 0 783,500 

事業活動支出

人件費支出 492,000 29,470 521,470 
測量設計調査費支出 178,000 178,000 
委託料支出 4,290 4,290 
物件費支出 120,000 12,040 132,040 

事業費支出　計 790,000 45,800 0 835,800 

人件費支出 63,000 3,330 66,330 
物件費支出 19,000 2,370 21,370 

管理費支出　計 82,000 5,700 0 87,700 
災害損失支出

災害損失支出 5,000 5,000 
災害損失支出　計 5,000 0 0 5,000 
繰入金支出

特定事業会計繰入金支出 0 0 0 
繰入金支出　計 0 0 0 0 
法人税住民税等支出

法人税住民税等支出 1,000 1,000 
法人税住民税等支出　計 1,000 0 0 1,000 

事業活動支出　計 878,000 51,500 0 929,500 

△118,000 △28,000 0 △146,000 

（1）

（1）

（2）

（1）

〔２〕

（3）

（4）

〔５〕

（2）

〔４〕

（2）

（1）

管理費支出

事 業 活 動 収 支 差 額

〔３〕

(1)

〔４〕

〔５〕

２．

（1）

（2）

〔２〕

(1)

事業費支出

（3）

（4）

Ⅱ　　　収 支 予 算 書（案）

平成２３年 ４ 月 １ 日から平成２４年３月３１日まで

科　　　　　　目

収 支 予 算 書 総 括 表

一般事業会計 特定事業会計 内部取引消去 合 計

Ⅰ

〔１〕

１．

〔１〕

〔３〕

(1)

（1）
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（単位：千円）

投資活動収支の部

投資活動収入

特定資産取崩収入

事業推進積立資産取崩収入 120,000 120,000 
退職給付引当資産取崩収入 107,000 107,000 
研修事業等推進積立資産取崩収入 30,000 30,000 

特定資産取崩収入　計 227,000 30,000 0 257,000 
投資活動収入計 227,000 30,000 0 257,000 
投資活動支出

特定資産取得支出

0 0 

30,000 30,000 

0 0 
特定資産取得支出　計 30,000 0 0 30,000 
繰入金支出

0 0 0 
特定資産取得支出　計 0 0 0 0 
固定資産取得支出

車輌運搬具購入支出 9,200 9,200 
建物附属設備支出 9,200 0 9,200 
工具器具備品購入支出 9,400 0 9,400 
電算処理システム開発費支出 21,000 21,000 

繰入金支出　計 48,800 0 0 48,800 
敷金・保証金支出

敷金支出 200 200 
敷金・保証金支出　計 200 0 0 200 

投資活動支出　計 79,000 0 0 79,000 

148,000 30,000 0 178,000 

財務活動収支の部

財務活動収入

借入金収入

短期借入金収入 100,000 100,000 
借入金収入　計 100,000 0 0 100,000 

財務活動収入　計 100,000 0 0 100,000 

財務活動支出

借入金返済支出

短期借入金返済支出 100,000 100,000 
借入金返済支出　計 100,000 0 0 100,000 

財務活動支出　計 100,000 0 0 100,000 

0 0 0 0 
予備費支出 30,000 2,000 0 32,000 

1,087,000 53,500 0 1,140,500 

1,087,000 53,500 0 1,140,500 

0 0 0 0 

431,122 23,646 0 454,768 

431,122 23,646 0 454,768 

凡　例：〔１〕・・・大科目，（1）・・・中科目，①・・・小科目

Ⅳ

〔２〕

(２) 退職給付引当資産取得支出

研修事業等推進積立資産取得支出(３)

（3）

２．

１．

〔１〕

〔４〕

〔１〕

（1）

(１) 事業推進積立資産取得支出

（2）

Ⅲ

１．

〔１〕

（1）

２．

〔１〕

次 期 繰 越 収 支 差 額

財 務 活 動 収 支 差 額

当 期 収 入 額

Ⅱ

投 資 活 動 収 支 差 額

（２）

（３）

（1）

〔３〕

(１) 一般事業会計繰入金支出

前 期 繰 越 収 支 差 額

（4）

当 期 支 出 額

（1）

当 期 収 支 差 額

（1）

Ⅱ　　　収　　　支　　　計　　　算　　　書
収 支 計 算 書 総 括 表

平成２２年 ４ 月 １ 日から平成２２年９月３０日まで

科　　　　　　目 一般事業会計 特定事業会計 内部取引消去 合 計

-16-


